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資料３ 

平成３１３０年度における全国職業訓練実施計画（案） 

平成 3130 年４月１日 

 

第一 総則 

  一 計画のねらい 

 産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、

労働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の

内容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び転職に当たっての円滑な

再就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。こ

のため、都道府県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊重し

つつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第

64 号。以下「能開法」という。）第 16条第１項の規定に基づき設置する公共職

業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職

業訓練（能開法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委

託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実

施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号。以

下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を

受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、

労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

 本計画は、現下の雇用失業情勢等を踏まえ、本計画の対象期間（以下「計画期

間」という。）中における公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓

練」という。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職業訓練の実施を通じて

、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。また、公共職業能力開

発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、公共職業安定所、地方公共

団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図

るものとする。 

  二 計画期間 

 計画期間は、平成 3130 年４月１日から平成 3231 年３月 31日までとする。 

  三 計画の改定 

 本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うも

のとする。 

 

第二 労働市場の動向と課題等 

  一 労働市場の動向と課題 

 労働市場の状況をみると、最近の雇用情勢は、着実に改善が進んでいるものの

、少子高齢化・人口減少社会が進展する中、我が国の持続的な経済成長のために
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は、働き方改革の推進等を通じた非正規雇用労働者の処遇改善、長時間労働の是

正、安全で健康に働くことができる職場づくり、柔軟な働き方がしやすい環境整

備、賃金引き上げのための支援、雇用吸収力、付加価値の高い産業への転換・再

就職支援、人材育成の強化・人材確保対策・地方創生の推進などにより、労働環

境の整備・生産性の向上を図ることが喫緊の課題である。 

 こうした中、企業が付加価値の高い分野又は医療・情報通信分野等の今後成長

が見込まれる分野への展開を図ることが重要であり、そのために必要となる人

材の育成を行っていけるよう、公的職業訓練のあり方を不断に見直していくこ

とが重要である。特にとりわけ、第 4 次産業革命による技術革新に対応する人

材の育成が急務となっている。 

 このため、これらの課題等に的確に対応するため、基礎的 ITリテラシーをは

じめとする離職者の再就職の実現に資する公的職業訓練を実施するとともに、

産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能

力開発の機会を確保・提供することが重要である。 

 特に、若年者については、完全失業率が年齢計に比べて相対的に高水準で推移

し、フリーターの数については、平成 2928 年で 152155 万人と４３年連続で減

少している一方、フリーターと同属性の 35～44 歳の層は平成 24年以降 50万人

～60 万人台の水準で推移してと高止まりの状態となっている。また、ニートで

ある若年者もいまだ多い状況となっている。こうしたことから、今後の我が国の

社会を支えていく若年者が職業能力を高めることができるよう、若年者にとっ

て良好な雇用機会の創出やその育成のための施策を重点的に実施する必要があ

る。あわせて、能開法第 15 条の４第１項に規定する職務経歴等記録書（以下「

ジョブ・カード」という。）を活用し、若年者の職業能力向上を図り、安定的な

雇用への円滑な移行を促進することが重要である。 

 また、女性については、出産・子育ての時期にある年齢層の就業率が低い状況

にあり、女性の活躍を促進するため、出産等でキャリアを中断した女性の再就職

を支援することが重要である。 

  高齢者については、人生 100 年時代を迎え、より長いスパンで個々人の人生

の再設計が可能となる社会を実現するため、何歳になっても学び直し、職場復帰

、転職が可能となるリカレント教育を拡充していくことが求められている。現に

60 歳を過ぎても多くの高齢者が就業しており、年齢に関わりなくいつまでも働

き続けたいという者も多い状況であることを踏まえれば、。生涯現役社会の実現

に向けて、高齢者の継続雇用や再就職に向けた職業能力開発施策を一層充実さ

せ推進していくことがも重要である。 

 我が国の持続的な経済成長のためには、企業が付加価値の高い分野又は医療・

情報通信分野等の今後成長が見込まれる分野への展開を図ることが重要であり
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、そのために必要となる人材の育成を行うことが必要である。 

 また、我が国の基幹的な産業であるものづくり現場を支えてきた熟練技能者

が、徐々に職業生活からの引退過程を迎えているため、ものづくり現場を支える

熟練した技能及びこれに関する知識が若年者に円滑に継承されるよう、当該現

場の戦力となる人材の育成を図ることが重要であるとともに。、産業界や地域の

人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上を図っていくことが求められる。

このため、事業主等による多様な職業能力開発を一層推進するほか、公共職業能

力開発施設においては、職業訓練指導員を派遣する等、事業主等による職業能力

開発を支援するとともに、中小企業事業主等の人材ニーズに対応した公的職業

訓練及びものづくり現場の戦力となる若年技能労働者の育成を一層推進する必

要がある。 

 さらに、我が国の産業構造や資源には地域特性があることから、地域のニーズ

を踏まえた公的職業訓練を実施することが必要である。     

  障害者については、障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法

律（平成 25年法律第 46号）により、平成 28 年４月からは事業主に対して、雇

用の分野における障害を理由とした差別的取扱いが禁止され、また、障害者が職

場で働くに当たっての支障を改善するための合理的配慮の提供が義務づけられ

るとともに、平成 30 年度からは精神障害者がを法定雇用率の算定基礎に加えら

れたこと、法定雇用率が 0.2％引き上げられたること等を背景として、その就労

意欲が高まっており、新規求職申込件数が年々増加している。このため、障害者

が自らの能力を最大限発揮し自己実現できるよう支援することが求められてい

る。また、障害者の福祉から就労への移行を促進するため、障害者雇用促進施策

と障害者福祉施策が有機的な連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即

した職業能力開発を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。 

 母子家庭等支援施策、生活保護制度や生活困窮者の自立支援施策については、

母子家庭、父子家庭、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）の規定により保護

を受けている世帯や生活困窮者（生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105

号）第２条第１項に規定する生活困窮者をいう。以下同じ。）の自立・就労を支

援する必要性が高まっていることから、地方公共団体等関係機関との連携を強

化した上で、母子家庭の母、父子家庭の父、生活保護法第６条第１項に規定する

被保護者や生活困窮者に対する職業能力開発を含めた就労支援の充実を図るこ

とが必要である。 

二 平成 3029 年度における公的職業訓練をめぐる状況 

 平成 3029 年度の新規求職者は平成 30年 11 月末現在で 3,260,797 人であり、

そのうち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可能性のある

者の数は平成 3029 年 11 月末現在で 1,469,0601,545,738 人であった。 
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 そうした中、平成 3029 年度の公的職業訓練の受講者数は、公共職業訓練（離

職者訓練）については、平成 3029 年 11 月末現在で 71,55780,192 人であり、求

職者支援訓練については、同月末現在で 15,59818,113 人であった。 

 また、平成 3029 年度の就職率は、公共職業訓練（離職者訓練）の施設内訓練

（公共職業能力開発施設内で実施する訓練をいう。以下同じ。）が 85.485.8 パ

ーセント、委託訓練が 73.373.7 パーセント、求職者支援訓練の基礎コースが

61.459.1 パーセント、実践コースが 64.366.3 パーセントであった。 

注 求職者支援訓練については、平成 26 年４月に開講した職業訓練コースから

雇用保険適用就職率を目標設定に用いている。 

注 施設内訓練は平成 3029 年８月末までの、委託訓練は同年７月末までの、

求職者支援訓練の基礎コース及び実践コースは同年４月末までの訓練修了

者等の訓練修了後３箇月の就職率である。 

 さらに、在職者訓練の受講者数は、平成 3029 年 11 月末現在で 57,17753,342

人であり、学卒者訓練については、同年 10月末現在で 5,7235,690 人であった。     

 

第三 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

 離職者を対象とする公的職業訓練については、人材不足が深刻な分野、成長が見

込まれる分野等における人材育成に重点を置きつつ実施する。 

 また、公的職業訓練が計画的かつ効果的に実施できるよう、引き続き、地域の関

係者が連携・協力関係を強化するための連絡・協議の場を設けるとともに、産業界

・教育訓練機関団体等の協力も得ながら、職業能力評価制度、民間教育訓練機関に

おける職業訓練サービスガイドライン等の更なる整備及び普及も進めていくことと

する。 

  一 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

(1) 対象者数及び就職率に係る目標 

 計画期間中に実施する離職者訓練の対象者数は、160,686163,942 人とす

る。 

 離職者訓練の対象者数のうち、23,50025,000 人については、施設内訓練と

して実施するものとする。施設内訓練のうち、2,2502,500 人については、企

業実習と座学を一体的に組み合わせた訓練（以下「日本版デュアルシステム

」という。）として実施するものとする。 

 また、離職者訓練の対象者数のうち、137,186138,942 人については、委

託訓練として実施するものとする。委託訓練については、人材不足が深刻

な建設、保育、介護等の分野や、今後成長が見込める医療、情報通信分野

等において充実を図るものとし、その対象者数のうち、11,000 人について

は実践的職業能力の付与が必要な者に対する日本版デュアルシステムとし



資 3-5 

て、それぞれ実施するものとする。             

 就職率は施設内訓練で 80 パーセント、委託訓練で 75パーセントを目指す

。 

(2) 離職者訓練の内容 

 離職者訓練については、職業能力に係る労働力需給のミスマッチを解消す

るため、知識の付与及び実習による技能の習得など、訓練の内容に応じた様

々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の機会を都道府県又

は市町村が能開法第 16 条第１項又は第２項の規定に基づき設置する施設（

障害者職業能力開発校を除く。）において実施する職業訓練との役割分担を

踏まえつつ提供し、地域における離職者等の多様な就業ニーズ及び企業の人

材ニーズに応じた支援を実施するものとする。 

 施設内訓練として実施する職業訓練については、民間教育訓練機関では実

施できないものづくり分野において実施する。 

 また、雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務

所を出所した者、定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対し

て、それぞれの特性に応じた職業訓練を実施するものとする。出産・育児を

理由とする離職者については、育児と職業訓練の両立を支援するため、短時

間の訓練コース及び託児サービス付き訓練コースの設定を推進する。あわせ

て、多様な民間教育訓練機関等を活用し、育児中の女性等のリカレント教育

に資する職業訓練を実施し、早期就職を支援する。さらに、これまで能力開

発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象としたて、国家資格の

取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講促進の明

確化等に努めながら、を推進し、正社員就職に導くことができる充実した訓

練の実施を一層推進実施するものとする。 

 また、第４次産業革命による産業構造の変化や人材の流動化に対応するた

め、これから社会人として標準的に習得を求められる基礎的なＩＴリテラシ

ーを習得する訓練を実施するほか、地域レベルのコンソーシアムにより開発

した職業訓練の設定促進を図る新設する。 

    (3) 効果的な離職者訓練の実施のための取組 

 産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓練コースの見直しを行うものと

する。離職者訓練の訓練コースのうち、定員の充足状況や修了者の就職実績

が低調なものについては、その原因の把握及び分析を行った上で、その内容

等の見直しを図るほか、当該離職者訓練の受講者に対し、公共職業安定所と

の連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング（能

開法第 2条第 5項のキャリアコンサルティングをいう。以下同じ。）、求人

情報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 



資 3-6 

 また、安定的な雇用への円滑な移行を実現するためには、これまで以上に

高い職業能力が求められることから、就職の実現に必要とされる知識・技能

を習得するための長期間の訓練を積極的に設定することで、就職率の向上を

図るものとする。 

 さらに、訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、都道府県労働局と

都道府県等で受講者の就職状況等の共有を図り、訓練修了時点で就職が決ま

らない可能性のある受講生に対しては、訓練修了前から公共職業安定所に誘

導するなど就職支援の徹底を図る。 

 委託訓練については、就職実績に応じた委託費の支給を行うほか、都道府

県労働局、地方公共団体、労使団体等関係機関の協働により、産業界や地域

の人材ニーズに即した訓練カリキュラムの開発・検証等を推進することによ

り、就職率の向上を図るものとする。 

  二 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

(1) 対象者数 

 計画期間中に実施する在職者訓練の対象者数は、66,00062,000 人とする。

このほかまた、民間人材を活用した企業の生産性向上のための支援について

は 23,500 人を、基礎的な IT リテラシーを習得するための支援については

13,000 人を対象とする。 

  

(2) 在職者訓練の内容 

 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化

に対応する高度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業

訓練であって、都道府県等又は民間教育訓練機関において実施することが困

難なものを実施するものとする。 

また、能開法第 15 条の７第１項第４号に規定する職業能力開発促進セン

ター（ポリテクセンター）等に設置した生産性向上人材育成支援センターに

よる在職者訓練のコーディネート等や生産性向上のための支援、基礎的なＩ

Ｔリテラシーを習得するための事業主支援等を行い、民間人材等を活用した

在職者訓練を拡充することにより、中小企業等の労働生産性向上等に向けた

人材育成を支援する。 

(3) 効果的な在職者訓練の実施のための取組 

 地域の中小企業事業主等の人材ニーズを把握した上で、真に必要とされて

いる在職者訓練の訓練コースの設定を行うとともに、個々の中小企業事業主

等の具体的なニーズに即した実施方法等により行うものとする。  

  三 公共職業訓練（学卒者訓練）の対象者数等 

(1) 対象者数 
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 計画期間中に実施する学卒者訓練の対象者数は、5,800 人とする。       

 学卒者訓練の対象者数のうち、4,000 人については専門課程による公共職

業訓練として、1,700 人については応用課程による公共職業訓練として、100

人については普通課程による公共職業訓練として、それぞれ実施するものと

する。専門課程による公共職業訓練の対象者数のうち、300 人については、

日本版デュアルシステムとして実施するものとする。 

(2) 学卒者訓練の内容 

 学卒者訓練については、新規高等学校卒業者等を対象に、ものづくりの現

場の戦力となる高度な実践技能者の育成を図るため、職業に必要な技能及び

これに関する知識を習得させることを目的とした比較的長期間の公共職業

訓練を実施するものとする。 

(3) 効果的な学卒者訓練の実施のための取組 

 産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓練コースの見直しを行うものと

する。学卒者訓練の訓練コースのうち、定員の充足状況や修了者の就職実績

が低調なものについては、その原因の把握及び分析を行った上で、その内容

等の見直しを図るものとする。       

  四 障害者等に対する公共職業訓練の対象者数等 

(1) 対象者数及び就職率に係る目標 

 計画期間中に実施する障害者等に対する公共職業訓練の対象者数は、

6,7806,980 人とする。 

 障害者等に対する公共職業訓練の対象者数のうち、2,980 人については、

施設内訓練として、3,8004,000 人については、委託訓練として実施するもの

とする。 

 また、就職率は施設内訓練で 70パーセント、委託訓練で 55 パーセントを

目指す。 

(2) 障害者等に対する公共職業訓練の内容 

 障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上特

別な支援を要する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性

等に応じた公共職業訓練を一層推進するものとする。 

      またなお、平成 30 年度から、都道府県が能開法第 16 条第１項の規定に基

づき設置する職業能力開発校において、精神保健福祉士等の配置を更に進め

るとともに、精神障害者を対象とした職業訓練をモデル的に一部で実施し、

精神障害者等を受け入れるための体制整備に努めるを図ることとする。 

さらに、 また、民間企業等に対して委託する障害者委託訓練の設定につい

てでは、就職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースにの定員の重点を置

き化を踏まえて、精神障害者向けの訓練コース設定を促進しつつ、委託元で
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ある都道府県が関係機関と連携を図り、対象となる障害者の確保、特に法定

雇用率が未達成である企業や、障害者の雇用の経験の乏しい企業を含めた委

託先の新規開拓に取り組む等を開拓する。また、さらに、障害者委託訓練の

うち知識・技能習得訓練コースにおいて就職した場合の経費の追加支給を実

施するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りながら、引き続き推進するも

のとする。 

(3) 障害者に対する効果的な公共職業訓練の実施のための取組 

 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練コースの見直し

を行うものとする。障害者に対する公共職業訓練の訓練コースのうち、定員

の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及

び分析を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の

受講者に対し、公共職業安定所等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開

始時から計画的な就職支援を実施し、就職率の向上を図るものとする。 

 また、地域における雇用、福祉、教育等の関係機関と連携を図りながら職

業訓練を推進するとともに、平成 28 年７月に取りまとめた「職業能力開発

施設における障害者職業訓練の在り方について」（障害者職業能力開発校の

在り方に関する検討会報告書）を踏まえた取組を推進する。 

  五 求職者支援訓練の対象者数等 

(1) 対象者数及び就職率に係る目標 

 計画期間中に実施する求職者支援訓練の対象者数は、非正規雇用労働者自

営廃業者等の雇用保険の基本手当を受けることができない者に対する雇用

のセーフティネットとしての機能が果たせるよう、29,96436,407 人に訓練

機会を提供するため、訓練認定規模 53,50063,870 人を上限とする。 

 また、雇用保険適用就職率は、基礎コースで 55 パーセント、実践コース

で 60パーセントを目指す。 

(2) 求職者支援訓練の内容 

 求職者支援訓練については、基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース

）及び実践的能力を習得する職業訓練（実践コース）を設定する。 

 その際、成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点を置くと

ともに、地域における産業の動向及び求人ニーズを踏まえたものとする。育

児中の女性等で再就職を目指す者、東日本大震災の被災者、未就職のまま卒

業することとなった新規学卒者、コミュニケーション能力等の課題を有する

生活困窮者、さらには短時間労働者等不安定な就労者など、等である対象者

のについて、その特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定にも努めること

とする。特に出産・育児を理由とする離職者については、育児と職業訓練の

両立を支援するため、短時間の訓練コース及び託児サービス付き訓練コース
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の設定を推進する。 

 訓練認定規模は、次のとおりとする。 

イ 基礎コース 訓練認定規模の 50 パーセント程度 

ロ 実践コース 訓練認定規模の 50 パーセント程度 

 実践コースのうち、介護系、医療事務系及び情報系の３分野の割合は、地

域の実情に応じて設定するものとする。ただし、実践コース全体の訓練認定

規模に占める各分野の下限の目安として、介護系 20 パーセント程度、医療

事務系５パーセント程度及び情報系５パーセント程度として設定するもの

とする。 

 より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工夫に応じて主

体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓練

等を設定する地域ニーズ枠を全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設

定するものとする。地域ニーズ枠の設定に当たっては、公共職業訓練（離

職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえた上で、都道府県の認定規

模の 10 パーセント以内で設定をするものとする。 

 求職者支援訓練のうち、次の値を上限として地域職業訓練実施計画で定め

た割合以下の範囲で当該都道府県で求職者支援訓練に新規参入となる職業

訓練を認定する。 

イ 基礎コース 20 パーセント 

ロ 実践コース 20 パーセント 

注 求職者支援訓練は、地域職業訓練実施計画に則して、１箇月ごと又

は４半期ごとに認定する（地域職業訓練実施計画で定めたコース別・

分野別の訓練実施規模を超えては認定しない。）ものとする。 

 申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は、次のとおり認定す

るものとする。 

イ 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから認定する

ものとする。 

ロ イ以外については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから 

認定するものとする。 

注 本計画において示した内容は、全国での目標であり、地域職業訓練

実施計画においては、次の(ｲ)又は(ﾛ)に掲げる事項を除き、地域訓練

協議会での議論を踏まえ、地域の実情に応じて異なる設定とするこ

とができる。 

(ｲ) 都道府県別の訓練認定規模を超えてはならないこと。 

(ﾛ) 新規参入枠は右に掲げた値を超えてはならないこと及び全く

新規参入枠を設定しないものとしてはならないこと。ただし、地
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域ニーズ枠については、全て新規参入枠とすることも可能とする

こと。また、一の申請対象期間における新規参入枠以外の設定数

（以下「実績枠」という。）に対する認定申請が、当該実績枠の

上限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対象期間内

の新規参入枠とすることも可能とすること。 

 

第四 公的職業訓練の実施に当たり留意すべき事項等 

  一 関係機関との連携 

 公的職業訓練全体の訓練規模、分野及び時期において公的職業訓練の機会及

び受講者を適切に確保するとともに、公的職業訓練を効果的に実施し、訓練修了

者の就職を実現していく上で、国及び都道府県の関係行政機関はもとより、地域

の訓練実施機関の団体、労使団体等の幅広い理解・協力が求められる。また、そ

の際、訓練カリキュラム等の見直しも含め、訓練の実施結果や地域の人材ニーズ

を踏まえた改善のための不断の取組が必要である。 

 このため、平成 3130 年度においても、地域訓練協議会を開催して、関係者の

連携・協力の下に、地域の実情を踏まえた、計画的で実効ある職業訓練の推進に

資することとするほか、 地域訓練協議会においては、必要に応じ、地域の産業

ニーズを踏まえて訓練内容の検討を行うワーキングチームを開催する。 

 また、公共職業能力開発施設は、公共職業訓練を実施するに当たっては、都

道府県労働局、公共職業安定所、地方公共団体、労使団体等関係機関により構

成される協議の場を活用し、人材ニーズに応じた効果的な職業訓練が質及び量

の両面において十分に実施されるよう検討、協議及び必要な調整を行うものと

する。 

 さらに、公共職業能力開発施設は、都道府県労働局及び公共職業安定所と連携

し、公共職業訓練の受講者の就職支援を実施するものとする。 

  二 公的職業訓練の受講生の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングなど、労働者のキャリア

形成に資する情報提供及び相談援助を行い、公的職業訓練の受講者の能力及び

適性に応じた公的職業訓練を実施するものとする。     

   このほか、公的職業訓練におけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティン

グの着実な実施等に資するため、地域ジョブ・カード運営本部において、効果的な周

知・啓発の在り方を検討し、関係機関を通じた周知を図る。 


